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企業会計基準第 5 号（平成 18 年 12 月 9 日公表）による「貸借対照表の純資産の部の表示に関る会計基準」
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、資本準備金では処理されないものが生ずることになった
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余金という区分にする
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…（傍点は筆者）」と述べている。
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　これまでの資本の部の表示形式の経緯みると平成 13 年（2001 年）6 月の商法の改正（以下、
「平成 13 年改正商法」という）を区切りとして、その前、そしてその後、平成 18 年（2006 年）










会計基準第 5 号［平成 18 年 12 月公表、以下「会計基準 5 号」という］。また、企業会計基準第 1 号［平
成 18 年 8 月公表）以下、「会計基準 1 号」という］）による。また、商法による表示は、（1）では
計算書類規則（平成 12 年 3 月改正施行、以下「計算書類規則」という）、（2）では計算書類規則（平















昭和 57 年（1982 年）4 月　企業会計原則
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である（傍点は筆者）。」、　鈴木（［1994］，825 頁）「…資本というのは、現行商法にお
ける真の意義のおける意味であって、法定の手続によって定められ、かつ、登記および貸借対照表により公示
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
される一定の数額であって
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、会社資産を会社に留保させる最小限度を示すものをいう。これは、株式会社の計
算の基準となり、会社債権者に対して会社資産が担保となっている基準を示す数額
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
であり、貸借対照表中資本
の部に掲げて、これを控除して利益を算定する数額
4 4 4 4 4 4 4 4 4
である（傍点は筆者）。」、龍田（［2003］，323-324 頁）「…株
式会社法でいう資本は資本金であり、会社財産を維持する目標の働きを持つ計算上の数額である
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
（傍点は筆者）。」、
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の計算上の数額であり、いわば器（入れ物）
4 4 4 4 4 4
として存在しているようである。
　竹内（［2001］，92-93 頁）は、資本（金）や法定準備金を「ダム」という器（入れ物）
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かには財産的基礎がないので
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、それにさらに法定準備金という制度
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、つまり配当（分
4 4 4 4
配）不能な部分
4 4 4 4 4 4 4
で法的拘束を受ける項目として、また、剰余金は、配当（分配）可能な部分






　③　平成 13 年改正商法と平成 15 年商法施行規則による表示形式
図表 -4
平成 13 年改正商法を受けての改正計算書類規則（平成 13 年（2001 年）10 月 1 日施行：改正計算書類規則 






































経営情報研究 第 22 巻第 1号（2014 年 9 月），19－31 ページ
と改めたことを示すものであった 11）。
　平成 13 年商法改正は会計的観点から重要な改正点を以下のようにみることができる。









289 条 1 項で“資本の欠損に対して填補する場合に限る”と厳しく制限しており、減資差益も、






12）その他、額面株式の廃止（旧商法 166 条①四の削除）、新株予約権制度（同年 11 月の改正により）の導入等
の改正がなされた。
13）株主総会の決議により、資本準備金及び利益準備金の合計額からその資本金の 4 分の１に相当する額を控除




源とされてしまったため、払込資本の 1 部が商法 290 条の『利益』に含まれる余地が生まれた。所定の手続き
を経た払込資本は、商法上の利益の概念に含まれることになったのである
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。その概念は会計学上の利益の概念
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、一般的な感覚での利益の概念とも一致しない商法独特なものとなった
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。
そのような観点からすると、払込資本の払戻が
4 4 4 4 4 4 4 4
『利益の配当
4 4 4 4 4
』と称される手続きによって行われることは
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、改善しなければならない
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ましくない改正である
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『利益ノ配当
4 4 4 4 4
』として株主に分配され得る金額が変質するのである
























































その 447 条 2 項（会社計算規則 25 条②）でこの最低資本金制度を廃止してしまったのである 19）。
つまり、資本金は設立時から「零」でもよく、また減資で「零」にしてもよいことになった
のである 20）。その理由として、会社法の目的が、会社設立に際しての大幅な規制緩和















































益剰余金各々の内部での相互振替（会社計算規則 49 条～ 52 条）、資本金から資本準備金への
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に、むしろ期中取引や商法規定に従って処理された勘定科目をそのままに表示した方
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が、より有用な情報を提供できるとも考えられる
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だけの役割に留まるのではなかろうか




















条項と 3 つの意義を述べているが、これら 3 つの意義は、資本の機能と表示の役割が一致することを前提とし
ているわけではなく、それらは各々金額を示すことで会計情報を提供するに過ぎないものではないかと…。
27）IAS（国際会計基準）は、International　Accounting　Standards の略で“会計基準”となるが、IFRS（国
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